
2021年5月実施 回答数：８８件

Ｑ１．従業員の働き方の選択肢を増やしているか

増やしている 58

増やす方向で、現在検討している 21

増やしていない 7

わからない 2

Q1で「増やしている」又は「増やす方向で検討している」と回答した方

Q1-1.　働き方の選択肢を増やす（増やそうとしている）理由は何か（複数選択）

従業員のモチベーション向上 57

多様な人材の確保 54

生産性の向上 46

企業風土の改革 40

優秀な人材の採用 38

離職率の低下 32

多様なアイデアの創出 26

企業イメージの向上 13

SDGs推進の取組の一貫として 8

地域活性化・地方創生への貢献 3

その他 10

わからない 1

Q1で「増やしていない」と回答した方

Q1-2.働き方の選択肢を増やさない理由は何か（複数選択）

各種リスクの予防 3

システムや仕組み・手続の煩雑さ 3

生産性の低下 2

その他 2

わからない 1

管理職への負担増防止 0

【日本CHO協会】「新たな働き方」と「企業の壁を超えた人材育成・人材活用」に関するアンケート
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従業員のモチベーション向上

多様な人材の確保

生産性の向上

企業風土の改革

優秀な人材の採用

離職率の低下

多様なアイデアの創出

企業イメージの向上

SDGs推進の取組の一貫として

地域活性化・地方創生への貢献

その他

わからない

（件）

その他：

・今以上の選択肢を増やす必要がない。

必要になった時点で柔軟に会社制度を検討する。

・コールセンターという業種の性質もあり、働き方の選択肢を

増やす為にはテレワークや分散オフィス等の準備が必要だが

追い付いていない。

その他：

・新型コロナウイルス感染症（COVIT-19）対策 5件

・社会環境や従業員の多様化への対応

・個人の働き方、価値観による、選択肢の提供

・自主的に働き方を選ぶ文化の醸成

・従業員の自律意識の醸成

・新事業領域への進出に際し社内人財の掘り起こし

増やしている

66%

増やす方向で、現在検討している

24%

増やしていない

8%

わからない

2%Q1-2へ

7件

Q1-1へ

79件

「増やしている」 ５８件

「増やす方向で検討している」２１件
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Q２.以下にある働き方の選択肢は増やしているか

Q2-1.働く時間に関する選択肢 Q2-2.働く場所に関する選択肢

　　　（労働時間・勤務時間帯・勤務日等） 　　　（テレワーク・ワーケーション等）

増やしている 62 増やしている 70

増やす方向で検討している 12 増やす方向で検討している 0

認めていない 10 認めていない 6

わからない 4 わからない 3

Q2-3.（公募による）新たな職務・仕事への挑戦機会

増やしている 37

増やす方向で現在検討している 25

認めていない 20

わからない 6

Q３.複業（副業・兼業）を認めているか Q４.複業採用を実施しているか

推奨・支援している 3 実施している 4

容認・許可している 27 実施する方向で現在検討中 14

容認する方向で現在検討中 14
実施していないし、実施する予定

はない
59

認めていない 42 わからない 11

わからない 2

増やしている

70%

増やす方向で

検討している

14%

認めていない

11%

わからない

5%

増やしている

89%

認めていない

7%

わからない

4%

増やしている

42%

増やす方向で現在

検討している

28%

認めていない

23%

わからない

7%

推奨・支援している

3%

容認・許可している

31%

容認する方向で現在検討中

16%

認めていない

48%

わからない

2%

実施している

5%

実施する方向で

現在検討中

16%

実施していないし、

実施する予定はない

67%

わからない

12%
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Q５. OB･OGの採用を行なっているか Q６. OB･OG会等、退職者のアルムナイネットワークはあるか

実施している 37 ある 22
OB・OGの採用は認められているが、

採用実績はほとんどない
30 ない 52

認めていない 14 わからない 14

わからない 7

Q７．”企業の壁”を超えた「越境体験」による人材活用や人材育成の施策として、実施している施策は（複数選択）

グループ企業の中での研修出向や期間限定出向等 57

異業種交流・異業種参加型のプロジェクトや勉強会への派遣36

外部企業への社外留学や研修出向・期間限定

出向・レンタル移籍等
28

国内外のビジネススクールや社会人大学院への派遣 28

社会活動やNPO・ボランティア活動等の支援や推奨 11

実施していない 3

その他 3

Q８．「越境体験」施策を実施する目的は（複数選択）

従業員のスキルアップや新しい知識・能力の獲得 56

新しいものの見方や視点・着眼点、新しい一面の発見46

人的ネットワークの形成 46

人間的な成長 44

ビジネスリーダー、次世代リーダーの育成 41

異質な経験を通じた、仕事のしかたの変化 36

多様なアイデアの創出 28

従業員のモチベーション向上 22

イノベーションの創出 19

企業風土の改革 15

多様な人材の確保 15

新規事業の創出 13

生産性の向上 11

優秀な人材の採用 8

離職率の低下 2

地域活性化・地方創生への貢献 2

企業イメージの向上 1

SDGs推進の取組の一貫として 0

実施していない 14

その他 2

わからない 3

実施している

42%

OB・OGの採用は認められているが、

採用実績はほとんどない

34%

認めていない

16%

わからない

8%

ある

25%

ない

59%

わからない

16%
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グループ企業の中での研修出向や期間限定出向等

異業種交流・異業種参加型のプロジェクトや勉強会への派遣

外部企業への社外留学や研修出向・期間限定出向・レンタル移籍等

国内外のビジネススクールや社会人大学院への派遣

社会活動やNPO・ボランティア活動等の支援や推奨

実施していない

その他

（件）

その他：

・省庁等への派遣

・グループ企業・他部門への短期研修プログラム

・社員からの要望があれば随時柔軟に応える用意はある。

0 10 20 30 40 50 60

従業員のスキルアップや新しい知識・能力の獲得

新しいものの見方や視点・着眼点、新しい一面の発見

人的ネットワークの形成

人間的な成長

ビジネスリーダー、次世代リーダーの育成

異質な経験を通じた、仕事のしかたの変化

多様なアイデアの創出

従業員のモチベーション向上

イノベーションの創出

企業風土の改革

多様な人材の確保

新規事業の創出

生産性の向上

優秀な人材の採用

離職率の低下

地域活性化・地方創生への貢献

企業イメージの向上

実施していない

その他

わからない

（件）

その他：

・人件費対策/雇用維持

・業務上の必要性から実施
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Q９．「越境体験」施策については会社主導か、従業員の意志を踏まえているか

会社主導による指名・選抜方式が中心 44
従業員の意志を踏まえた

公募やエントリー方式が中心
8

ケースバイケースでどちらの場合もある 18

実施していない 18

わからない 0

Q１０．「越境体験」施策の今後については、どう考えているか

越境体験の機会は増えていく

（または増やしたい）
38

越境体験の機会は減っていく

（または減らしたい）
0

特に大きな変化はない 25
現在取り組んでいないが、

今後導入する可能性はある
15

現在取り組んでいないし、

今後導入する可能性も少ない
4

わからない 6

Q１１．期間を限定した、他社からの人材の受入を実施しているか

実施している 46

実施していない 37

わからない 5

Q１２．人事部門は、社外人材の受入・活用にどのように関与しているか

事業部門の責任で実施しており、

人事部門は関与しない
2

事業部門の責任で実施しているが、

人事部門は必要に応じて相談に乗る
25

人事部門が窓口となっている 29

ケースバイケースで異なる 22

わからない 10

会社主導による指名・選抜方式が中心

50%

従業員の意志を踏まえた

公募やエントリー方式が中心

9%

ケースバイケースでどちらの場合もある

21%

実施していない

20%

越境体験の機会は増えていく

（または増やしたい）

43%

特に大きな変化はない

28%

現在取り組んでいないが、

今後導入する可能性はある

17%

現在取り組んでいないし、

今後導入する可能性も少ない

5%

わからない

7%

実施している

52%

実施していない

42%

わからない

6%

事業部門の責任で実施しており、

人事部門は関与しない

2%

事業部門の責任で実施しているが、

人事部門は必要に応じて相談に乗る

29%

人事部門が窓口となっている

33%

ケースバイケースで異なる

25%

わからない

11%
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